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公共工事の円滑な施工確保について
総務省自治行政局長
国土交通省不動産・建設経済局長

　公共工事に対する国民の信頼の確保や建設業の健全な発達を図るとともに、防災・減災、国土強

靱化対策の加速化等、国民の安全・安心を確保する取組を推進するためには、令和６年12月17日に

成立した令和６年度補正予算も含め、今後の公共工事の入札及び契約を適正に実施し、円滑かつ適

切な執行を図ることが重要です。

　このため、各省各庁、各特殊法人等及び各地方公共団体に対し、公共工事の円滑な施工確保につ

いて、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第21条に基

づき、別添のとおり要請しましたのでお知らせします。

［別添］

１．計画的な発注や中長期的な公共工事の発注の見通しの作成・公表について（適正化指針　第2　5（２））

　　公共工事の適正な施工を確保するためには、良好な労働環境の整備等により工事に従事する技

能労働者の育成及び確保が図られることが重要であり、そのためには、技能労働者の適切な賃金

水準の確保を図ることはもとより、建設企業が将来の見通しをもちながら技能労働者等の安定し

た雇用・就業環境の形成を図ることができるよう、公共投資の安定的・持続的な見通しの確保を

図ることが必要である。

　　このため、各地方公共団体におかれては、計画的な社会資本整備や防災・減災、国土強靱化対

策等の実施のみならず、社会資本整備の担い手となる技能労働者の育成及び確保の観点からも、

中長期的な見通しのもとで、安定的・持続的な公共投資の確保を図るとともに、各工事における

諸手続にかかる期間等も考慮しつつ、計画的な発注や中長期的な公共工事の発注の見通しの作成

及び公表に努めること。

２．適正な価格による契約について 

（１）適正な予定価格の設定について（適正化指針　第２　４（１））

　　　予定価格の設定に当たっては、適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢

の変化を勘案し、賃金の上昇や資機材価格の高騰などを含む市場における労務及び資材等の最

新の実勢価格を適切に反映させつつ、建設発生土等の建設副産物の運搬・処分等に要する費用や、

法定福利費、公共工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するた

めの保険契約の保険料、災害協定に基づき発注者がその実施を要請する災害応急対策工事等に

係る保険契約の保険料、安全衛生経費、建設業退職金共済制度の掛金等、実際の施工に要する
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通常妥当な経費について、適切な積算を行うこと。

　　　加えて、予定価格に起因した入札不調・不落により再入札に付するときや入札に付そうとす

る工事と同種、類似の工事で入札不調・不落が生じているとき、災害その他の特別な事情によ

り通常の積算の方法によっては適正な予定価格の算定が困難と認めるときその他必要があると

認めるときは、入札に参加する者から当該入札に係る工事の全部又は一部の見積書を徴するこ

と、週休２日の確保等の必要性に鑑み、実態を踏まえた補正を行うこと等も含め、必要となる

経費を適正に計上することその他の方法により積算を行うことにより、適正な予定価格を定め、

できる限り速やかに契約を締結するよう努めること。また、積算に用いる歩掛等が現場実態と

合わないと認められる場合においては、見積書を徴すること等により、適切な歩掛等を設定す

るなど、適正な予定価格の設定のために必要な措置を講ずるよう努めること。

　　　なお、予定価格を設定する際に適切な積算に基づく設計書金額の一部を控除するいわゆる歩

切りについては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号。以下「品確法」

という。）第７条第１項第１号の規定に違反すること、公共工事の品質や工事の安全の確保に支

障をきたすとともに建設業の健全な発達を阻害するおそれがあることから、これを厳に行わな

いこと。また、見積り等を参考にする場合において、見積価格やメーカー等の販売希望価格に

対して発注者が妥当性を確認していない独自の乗率等を考慮して価格を設定する運用は、公平

性・透明性を損なうおそれが高く、ひいては、実質的に歩切りと類似する結果を招くおそれが

あることから、これを厳に行わないよう徹底すること。

（２）ダンピング対策の強化について（適正化指針　第2　４（３））

　　　低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底することにより、ダンピング

受注（その請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契約の締結をい

う。以下同じ。）を排除すること。低入札価格調査制度又は最低制限価格制度のどちらも未導入

の地方公共団体にあっては、早急に制度導入に向けた検討を行うこと。

　　　また、令和４年３月に「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用

連絡協議会モデル」が見直されたことを踏まえ、低入札価格調査の基準価格（以下「調査基準価格」

という。）及び最低制限価格について、必要に応じてその算定方式の改定等により適切に見直す

こと。また、入札金額に応じて調査基準価格等を設定することは、過度な価格競争を引き起こ

す要因となり得ることに留意すること。特に、ダンピング受注による問題が生じていると疑わ

れる場合には、算定方式の見直しについて速やかに検討すること。

　　　加えて、低入札価格調査制度における調査基準価格を下回った金額で入札した者に対しての

調査の適切な実施の観点から、適正化指針第2　４（３）も参考に、同法第13条第１項の規定

に基づく入札金額内訳書の確認の実施等を徹底すること。

（３）施工条件の適切な明示と必要となる経費の計上について（適正化指針　第2　5（４））

　　　工事の円滑な施工を確保するためには、工事目的物の仕様のほか、工事の施工条件を設計図

書に適切に明示し、関係者間の責任関係が明確化された対等な関係のもとで工事が適正に施工

されることが重要である。
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　　　このため、工事に必要な施工条件（自然条件を含む。）等を設計図書に適切に明示すること。

あわせて、必要となる経費を適切に計上することにより、明示した施工条件と積算内容との整

合を図ること。特に猛暑日については工期に見込んでいる日数を仕様書等で明示するとともに、

見込んでいる以上に猛暑日等があり、かつ、作業を休止せざるを得なかった場合には、工期の

延長及びその日数に応じた請負代金の変更に必要な変更契約を適切に締結すること。さらに、

工事現場における熱中症対策の観点から、共通仮設費や現場管理費における必要な費用計上を

行うよう努めること。

（４）設計変更・契約変更等の適切な実施について（適正化指針　第2　5（４））

　　　発注者・受注者間の対等性を確保し、公共工事の適正な施工を確保するためには、必要があ

ると認められるときに設計図書の変更を適切に行い、かつ、施工に必要な費用や工期が適切に

確保されることが重要である。

　　　このため、設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない場合、用地取

得等、工事着手前に発注者が対応すべき事項に要する手続の期間が超過するなど設計図書に示

されていない施工条件について予期することができない特別な状態が生じた場合、災害の発生

などやむを得ない事由が生じた場合その他の場合において必要があると認められるときは、適

切に設計図書の変更を行うこと。

　　　さらに、工事内容の変更が必要となり、工事費用や工期に変動が生じた場合等には、施工に

必要な費用や工期が適切に確保されるよう、公共工事標準請負契約約款に沿った契約約款に基

づき、必要な変更契約を適切に締結するものとし、この場合において、工期が翌年度にわたる

こととなったときは、繰越明許費の活用その他の必要な措置を適切に行うこと。特に、発注者

からの指示等に基づき施工が進められており、設計図書の変更及びこれに伴って請負代金の額

や工期の変更が必要と認められる場合にも関わらず、請負代金の変更見込金額が当初の請負代

金額と比較して一定の割合を超えたことのみをもって設計変更に応じない、若しくは設計変更

に伴って必要と認められる請負代金の額や工期の変更を行わないことは、厳に慎むこと。

　　　また、変更手続きを円滑に実施するため、設計変更が可能となる場合やその手続き等につい

て設計変更に関する指針（設計変更ガイドライン）の策定・公表に努めること。策定した指針

の内容は、特記仕様書に契約事項として取扱う旨を記載するなどの方法により、指針の適正な

履行が図られるよう努めること。

３．適正な工期設定について（適正化指針　第2　5（１））

　　「工期に関する基準」（令和２年７月中央建設業審議会決定・勧告、令和６年３月最終改定）等

に基づき、工事の規模及び難易度、地域の実情、自然条件、工事内容、施工条件のほか、工事に

従事する者の休日、準備期間、後片付け期間、降雨日や猛暑日などの作業不能日数等を考慮する

とともに、労働基準法（昭和22年法律第49号）に定められた労使協定を結ぶ場合でも上回ること

のできない罰則付きの時間外労働の上限規制（以下「時間外労働規制」という。）の遵守を前提と

した、適正な工期の設定に努めること。この際、猛暑日の考慮については、工期に関する基準に

おいて、工期の設定に当たり、夏期におけるＷＢＧＴ値が31以上の場合における不稼働等を考慮
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することとされていることに留意すること。国土交通省直轄土木工事の工期設定にあたっては、「工

期設定支援システム」（参考１）を活用しているので、参考にされたい。

　　公共工事の円滑かつ適切な執行のためのみならず、建設産業が魅力的な産業として将来にわたっ

てその担い手を確保していくためにも、長時間労働の是正や週休２日の推進は不可欠である。こ

のため、週休２日工事の確実な実施やその対象工事の拡大に努めること。特にこれまでに週休２

日工事を実施していない発注者においては、早急にその導入を行うこと。既に実施をしている発

注者においては、対象工事の範囲等を見直すなど全工事に対する週休２日工事の達成割合が向上

するよう努めるとともに、工期を通じた週休２日のみならず、月単位での週休２日の実現に向け、

対応を充実するよう努めること。

　　さらに、都道府県においては、著しく短い工期による請負契約を締結した発注者に対して建設

業法（昭和24年法律第100号）第19条の６第２項に基づく勧告を行う建設業許可部局とも連携し、

管内市区町村その他発注者による適正な工期の設定の取組を促進すること。

　　また、労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔軟に設定できる余裕期間制度の活用など、

契約上の工夫を行うよう努めること。

（参考１）

　〇国土交通省ＨＰ「働き方改革・建設現場の週休２日応援サイト」

　　https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000041.html

４．施工時期の平準化について（適正化指針　第2　5（２））

　　施工時期の平準化は、円滑な施工確保に資することに加え、年間を通じた工事量の安定による

工事に従事する者の処遇改善や、人材・資材・機材等の効率的な活用促進による建設業者の経営

の健全化、工期に関する基準に基づく時間外労働規制を遵守した適正な工期の確保等に寄与し、

ひいては公共工事の品質確保につながるものである。このため、１．でも述べた計画的な発注や

中長期的な公共工事の発注の見通しの作成及び公表のほか、余裕期間制度の活用などによる柔軟

な工期の設定、積算の前倒し、工期が１年以上の公共工事のみならず工期が１年に満たない公共

工事についての繰越明許費や債務負担行為の活用による翌年度にわたる工期設定などの措置を講

ずることにより、繁忙期の解消を含め、施工時期の平準化を図ること。

　　その際、公共工事品質確保法第30条の規定に基づき、財政部局と各発注担当部局等が緊密に連

携して、施工時期の平準化を図るために必要な取組を進めること。

５．急激な物価変動等を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保等について（適正化指針

第2　5（４））

　　積算に用いる資材単価については、物価資料の毎月の改定にあわせて、月毎など適時に改定を

行う、資材単価の設定に当たっての調査頻度を増加させるなどの対応をとること等により、地域

の実情や市場における最新の実勢価格を適切に反映できるよう努めるとともに、最新の公共工事

設計労務単価が公表された際の早期活用や発注手続き中の工事への適用を行うことにより、労務

費の最新の実勢価格を適切に反映するよう努めること。

　　資機材の納期を勘案した工期の設定を行うほか、受注者の責によらない事情により納期が遅れ
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る場合には、工期延期等により必要な工期が確保されるよう措置を講ずるとともに、その際に必

要となる経費の計上を行うこと。

　　契約後の資材や労務費の高騰等の変動に備えたいわゆるスライド条項（公共工事標準請負契約

約款第26条）の運用基準を策定するとともに、当該基準について受注者・建設企業とあらかじめ

共有するよう努めること。特にスライド条項の運用基準を未策定の発注者においては、品確法第

７条第１項第13号において発注者の責務とされていることも踏まえ、早急に当該基準を策定する

こと。その際、下記のウェブページ（参考２）に国土交通省における運用基準等が掲載されてい

るので、参考にされたい。このうち、特に、いわゆる単品スライド条項（同条第５項）については、

購入価格が適当な金額であることを証明する書類を提出した場合は、「実際の購入価格」の方が「購

入した月の物価資料の単価」より高い場合であっても、「実際の購入価格」を用いて請負代金額を

変更することを可能とする運用を講じているところであり、これを参考に運用の見直しを図る等

の適切な対応に努めること。

　　入契法第13条第２項において、各発注者は、公共工事について、主要な資材の供給の著しい減少、

資材の価格の高騰等の事象が発生した場合において、公共工事の受注者が請負契約の内容の変更

について協議を申し出たときは、誠実に当該協議に応じなければならないこととされている。各

発注者においては、「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（令和６年12月国

土交通省不動産・建設経済局建設業課）も参照の上、当該協議に対し、誠実かつ適切な対応を講

ずること。なお、この場合における誠実な協議については、公共工事標準請負契約約款に沿った

契約約款に基づき適切に対応を行うことを前提とするものであるが、例えば、予算の不足や過去

の変更契約実績がないことを理由に協議に応じないことは同項に違反するおそれがあるため、こ

れを厳に行わないこと。

（参考２）

　〇国土交通省ＨＰ「各種スライド条項（全体スライド、単品スライド、インフレスライド）について」

　　https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000101.html

６．技術者・技能者等の効率的活用について

（１）技術者の専任等に係る取扱い等について（適正化指針　第2　5（５））

　　　建設業法第26条第３項ただし書による専任の特例による監理技術者の兼務、同法第26条の５

による特例による特定営業所技術者と監理技術者の兼務、監理技術者等の専任を要しない期間

の設定等を含む監理技術者等の専任に係る取扱いや現場代理人の常駐義務緩和に関する運用等

については、「監理技術者制度運用マニュアル」（令和６年12月13日付け国不建技第123号）や「現

場代理人の常駐義務緩和に関する適切な運用について」（平成23年11月14日付け国土建第161

号）を参考として、適切に対応すること。

（２）情報通信技術の活用について（適正化指針　第2　5（６））

　　　入契法第17条第２項の規定に基づき、建設業法第25条の28第３項による「情報通信技術を

活用した建設工事の適正な施工を確保するための基本的な指針」を踏まえ、建設工事の適正な

施工を確保するために必要な情報通信技術の活用に関する措置が適確に講じられるよう、下請
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業者も含む建設業者によるシステムの活用に当たっての支援、建設業者向け研修会の開催、公

共工事の施工における関係者の円滑な連携の促進等の援助など、当該建設業者に必要な助言、

指導等の援助を行うよう努めること。

（３）地域の実情等に応じた適切な規模での発注について（適正化指針　第2　２（１））

　　　工事の発注量や労務の需給に係る状況等から技術者や技能労働者の不足が懸念される地域で

は、技術者等を有効活用するため、複数の工区をまとめて発注するなど、品確法第７条第１項

第７号も踏まえ、地域の実情等に応じて適切な規模での発注を行うこと。

　　　なお、復旧・復興事業による工事量の増大が見込まれる被災地域等においては、当該地域に

おける建設業者数や技術者数等を踏まえ、適切な規模での発注が行われるよう特に配慮すると

ともに、状況に応じた適切な地域要件の設定、後述するＪＶ制度の活用等、必要な対策を機動

的に講じること。

（４）ＪＶ制度の活用について（適正化指針　第2　２（１））

　　　共同企業体（ＪＶ）は工事の安定的施工の確保を図る上で有効なものである。一方で過去に

その弊害も指摘されていることから、活用に当たっては、共同企業体運用準則（「共同企業体の

在り方について」（昭和62年８月17日付け建設省中建審発第12号、最終改正令和４年５月20日

付け国土交通省中建審第６号）第二）に従った共同企業体運用基準を各団体において策定及び

公表した上で、これに基づき活用すること。また、大規模災害の被災地域における施工体制の

確保を図る場合に活用する復旧・復興建設工事共同企業体について、品確法第７条第１項第９

号も踏まえ、大規模災害発生時の技術者・技能者の不足や建設工事需要の急増等への対応として、

被災地域の地元の建設企業の施工力を強化するために必要な場合には、適宜これを活用するこ

と。

７．書類の簡素化・電子化等の推進、情報の公表について（適正化指針　第2　６（２）等）

　　公共工事における受発注者双方の業務負担の軽減、生産性向上や働き方改革を推進するため、

入札及び契約に関する書類や工事関係書類の簡素化等に努めること。加えて、入契法第15条第２

項の規定を踏まえ、施工体制台帳の写しの提出に代えて、建設キャリアアップシステム等のシス

テムの活用による施工体制の確認に積極的に努めること。

　　公共工事に係る手続きや書類の電子化を推進し、各種情報の効率的な交換やペーパーレス化に

よる事務の簡素化を図るため、電子入札システム、電子契約システムやＡＳＰ等の情報共有シス

テムなどの必要なシステムの整備等に努めること。特に工事関係書類の簡素化や電子化に関する

取組については、関東地方整備局において「土木工事電子書類スリム化ガイド」を策定し、公表

しているほか、各地方整備局においても、「土木工事書類作成マニュアル」等を策定（参考３）し、

運用しているため、こうした取組も参考に、工事関係書類の簡素化・ＩＴ化（電子化）に努めること。

　　また、入契法第７条及び第８条に基づく、入札及び契約に係る情報の公表を確実に実施すると

ともに、その公表に当たっては、原則としてインターネットを利用する方法を用いること。なお、

当該情報の公表が行われていない状態は法律に違反している状態であり、直ちに是正すること。
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（参考３）

　○中国地方整備局「土木工事書類作成マニュアル、土木工事書類スリム化の手引き」

　　https://www.cgr.mlit.go.jp/corporate/manual/index.html

８．入札契約手続の迅速化等について（適正化指針　第2　２（１））

　　入札契約手続の迅速化等を通じた着実な事務の執行を図るため、入札公告等の準備行為の前倒

し、総合評価落札方式における提出資料の簡素化や技術審査・評価業務の効率化、事業執行の迅

速化や効率化に資する適切な規模での発注、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条

の２第１項第８号に基づく随意契約（いわゆる不調随契・不落随契）の活用等により、事務の改

善及び効率化に努めること。

　　特に災害復旧事業については、手続きの透明性・公正性等にも配慮しつつ、相当数の事業に係

る入札及び契約を短期集中的に行う必要があることから、平成29年７月に国土交通省において策

定された「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」も参考として、応急復旧事業や

緊急度が極めて高い本復旧事業について随意契約（地方自治法施行令第167条の２第１項第５号）

を、それ以外の復旧事業について指名競争入札方式を活用する等により、可能な限り手続に要す

る期間の短縮に努めること。

９．地域の建設業者の受注機会の確保について（適正化指針　第2　２（１））

　　品確法第７条第１項第７号及び官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和

41年法律第97号）に基づく「令和６年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和６年

４月19日閣議決定）を踏まえ、地域の建設業者の活用により円滑かつ効率的な施工が期待できる

工事等の発注に当たっては、適切な地域要件の設定、地域への精通度等の適切な企業評価、分離・

分割発注などの適切な規模での発注に努めるなど、引き続き地域の建設業者の受注機会の確保に

努めること。

10．就労環境の改善について（適正化指針　第2　４（１）等）

　　令和６年12月17日に成立した令和６年度補正予算等による経済効果の早期発現のためには、発

注者から元請企業、下請企業を通じて建設労働者に至るまで適切に支払が行われることが重要で

ある。そのため、適切な価格での契約に努めるとともに、「建設業における社会保険等未加入対策

について」（平成28年６月16日付け総行行第123号・国土入企第６号）、「公共工事における社会

保険等未加入対策について」（平成29年２月28日付け国土入企第26号）、「請負代金内訳書におけ

る法定福利費の明示による法定福利費の適切な支払いのための取組について」（令和３年12月１

日付け総行行第419号・国不入企第33号）及び「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」

（令和６年２月16日付け国不入企第34号）を踏まえ、社会保険等未加入業者の排除や法定福利費

を内訳明示した請負代金の内訳書の提出の促進とその適切な確認等の取組により技能労働者等へ

の適切な水準の賃金や法定福利費の支払等を促進すること。また、前払金・中間前払金の活用、

適正な工期の設定や柔軟な設計変更などにより建設労働者の就労環境の改善に努めること。加え
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て、外国人、女性や若者をはじめとする多様な人材の確保のための環境整備のため、公共工事の

入札及び契約に際し、例えば、若手技術者や女性技術者などの登用を考慮して施工実績の要件を

緩和した競争参加資格の設定、快適トイレの活用を含んだ仕様書の作成等、必要な措置を適切に

講ずるよう努めること。

11．公共工事に関する調査等の円滑な実施について（適正化指針　第2　5（４））

　　災害時をはじめとして、公共工事の円滑な施工確保のためには、公共工事に関する測量、地質

その他の調査及び設計の円滑な実施が重要な役割を果たすものであることから、調査等の発注に

当たっては、公共工事と同様に、適正な予定価格の設定、ダンピング対策の強化、適切な条件明

示と必要な経費の計上、設計変更等の適切な実施、適正な履行期間の設定、実施時期の平準化、

災害復旧事業における入札契約手続の迅速化、地域の業者の受注機会の確保、資金調達の円滑化

のための取組、技術者等の就労環境の改善等に努めること。また、工事施工段階での手戻りを防

止する観点から、特に設計をはじめ、完了した調査等が適正に実施されているかどうかの確認や

その成果の的確な評価に努めること。

12．建設業者の資金調達の円滑化のための取組について（適正化指針　第３）

　　建設企業が公共工事を円滑に実施するためには、当該建設企業が着工に必要な人員・資機材等

を円滑に確保できるよう、前金払（中間前金払を含む。以下同じ。）を適切に実施することが重要

であることから、未導入の団体については早急にその導入を図り、導入済の団体についても支払

限度額を見直すとともに、地方自治法施行令等の規定により前金払をすることができる工事につ

いては、受注者である建設企業の意向も踏まえ、できる限り速やかに前金払を行うほか、中間前

金払制度の手続の簡素化・迅速化など、前金払の迅速かつ円滑な実施に努めること。

　　また、地域建設業経営強化融資制度について、引き続き積極的な活用に努めるとともに、本制

度の趣旨を踏まえ、債権譲渡の承諾手続の迅速な運用に努めること。

13．地域の建設業団体等との緊密な連携について（適正化指針　第4　3）

　　地域の建設企業が円滑に施工を行うことができる環境の整備により「防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策」等による事業の着実な実施が図られるよう、地域の建設業団体等と

の意見交換等を通じた緊密な連携を図ることにより、公共工事の受注環境等の把握に努め、工事

の円滑な発注や入札・契約の適正化等に努めること。
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岡 山 県 建 設 政 治 連 盟

自由民主党岡山県建設業支部
の収支報告について

　政治団体の決算は、政治資金規正法の規定により暦年となっており、決算終了後３ヶ月以内に収支報告

を岡山県選挙管理委員会に提出することが義務付けられております。

　「岡山県建設政治連盟」「自由民主党岡山県建設業支部」両政治団体の令和６年度決算についてさる１月

31日に監査を受け、２月 27日に開催された地区代表者会において承認を得ましたので、その概要を掲

載いたします。

○岡山県建設政治連盟

○自由民主党岡山県建設業支部

令和６年度収支報告書 自　Ｒ６． 1． 1
至　Ｒ６．12．31　（単位：円）

令和６年度収支報告書 自　Ｒ６． 1． 1
至　Ｒ６．12．31　（単位：円）

収入の部

支出の部

支出の部

収入の部

1,626,000
770

6,866,349
8,493,119

1,653,000
54

6,866,349
8,519,403

△ 27,000
716
0

△ 26,284

3,000円×542名
預金利子

772,357
1,521,482
2,293,839

50,000
8,469,403
8,519,403

722,357
△ 6,947,921
△ 6,225,564

消耗品費、印刷代、室料他

156,650
41

455,602
612,293

157,300
2

455,602
612,904

△ 650
39
0

△ 611

預金利子

138,484
50,000
188,484

40,000
572,904
612,904

98,484
△ 522,904
△ 424,420

消耗品費、室料他

翌年度への繰越額　8,493,119円－2,293,839円＝6,199,280円

翌年度への繰越額　612,293円－188,484円＝423,809円
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岡山県下公共工事の動向〈２月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店
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（建退共だより）

建退共制度の外国語版資料をご活用ください！
　実は、建退共制度の資料に外国語版がございます。

　（※意外と認知されていないと感じましたので、この機会に知っていただきたいです。）

（上記は、2025年２月27日時点の画像です↑）

　https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/siryou/siryou01_1.html

　仕様としましては、

　英語・中国語・ベトナム語・タガログ語（フィリピン）と計４ヵ国語の資料を、掲載しております。

建退共制度は、特定技能外国人、及び技能実習生の方も対象となりますので、日本語版だけでなく、

上記資料を是非、ご活用ください！！
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（法律相談コーナー）

第177回　カスハラの問題点
●相談内容●
　　

　近年顧客からのハラスメントであるカスタマーハラスメント（カスハラ）が
問題となっています。厚労省の調査では、カスハラはハラスメントの中で最も
増加傾向にある類型です。
カスハラの影響と、カスハラ対応の難しさ
　カスハラは、加害者といえる人が会社外の人であり、カスハラそのものを防
止することは究極的にはできません。そのため、実際にカスハラといえる事例
が発生した場合に、どのように対応するか、会社の体制を構築することがカス
ハラ対策のメインとなります。
　カスハラは、従業員のメンタル面に悪影響を及ぼすだけでなく、特定の人の
みに従業員が対応することとなり、他の顧客に対するサービス提供が十分に行
えなくなるという問題も生じるため、企業にとってメリットはありません。
　一方、顧客から正当なクレームがなされることもあり、顧客からの強い要
求をすべてひとまとめにカスハラとして対応すればいいというものでもあり
ません。
会社のカスハラ対応すべきこと
　そもそも、カスハラ事案が発生した際に、会社が当該事案を把握できていな
いといけません。そのため、カスハラと思われる事案が発生した際に各従業員
に報告義務を課す必要性があります。このときには、正当なクレームか否かを
問わず、すべての事案について報告させるべきです。そうでなければ、個々の
従業員の判断で事案を処理することとなってしまうため、カスハラ事案として
取り扱わないとならないものに長時間対応してしまうといった、望ましくない
状況が発生しえます。
　その後の、会社の具体的な対応については、ケースを分類して対応を類型化
しておくのがいいのではないかと思われます。
　具体的には、脅迫、威厳を用いる型（「俺は○○だ。」、「○○に言う
ぞ。」などというパターン）、セクハラ型は、担当者を変更するといった対応
を、過剰な要求、応じられない要求をされる場合は理由とともに淡々と対応を
できないことを伝えるといった対応をすることになります。
会社として対応が困難なケース
　中には、会社が対応をすることができない事案が出てきます。何度も要求
を拒否しても引き下がらないどころかむしろエスカレートする、退去を求めて
も退去しないといった事案は、会社として対応が不可能であり、むしろ対応す
ればするほど状況が悪化するとともに、担当者がどんどん疲弊することになり
ます。
　このような場合には、警察を呼ぶ、対応窓口を弁護士に変更するといった対
応をしなくてはなりません。
　対応に困る案件が発生した場合はもちろんのこと、事前のカスハラ対策の体
制構築、従業員に対する研修の実施も含めて、是非ともご相談ください。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産管
財人、民事再生監督委員、地方自治
体包括外部監査業務などを主に取
り扱う。

　最近、カスハラが話題となっていますが、会社としてそのことに備えた対策はどのようなことをすればよろしい
でしょうか。
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　令和７年度に実施される技術検定・受験準備講習会等の実施機関と日程は次のとおりです。

　受検・受講を希望される方は参考にしてください。

試 験 受験準備講習会等

土地区画整理士技術検定

℡ (03)3235-3601

◎ １・２級建設機械施工管理技術検定（筆記）
受験対策eラーニング講座
主催 （一財）建設物価調査会

１・２級建設機械施工管理技術検定

◎ 建設業経理事務士特別研修（３級・４級）
主催 （一財）建設業振興基金
https://www.keiri-kentei.jp/training/

℡ （03）5473-4581

（一財）建設業振興基金

《指定試験機関》

令和７年度

技術検定・受験準備講習会等の日程について

１・２級土木施工管理技術検定 ◎ １・２級土木施工管理技術検定（１級第１次、
１・２級管工事施工管理技術検定 ２級種別：土木）受験準備講習会
１・２級電気通信工事施工管理技術検定 主催 （公財）岡山県建設技術センター 
１・２級造園施工管理技術検定 https://www.octc.or.jp/project/kensyu.html

℡ (086)284-4510

（一財）全国建設研修センター 
https://www.jctc.jp/ ◎ １・２級建築、管工事、電気工事、電気通信
℡　 土   木  (042)300-6860 工事施工管理技術検定（第１次・第２次）

《指定試験機関》

管工事  (042)300-6855 及び１級土木施工管理技術検定（第2次）
電気通信工事  (042)300-0205 受験準備講習会
造園・土地区画整理士  (042)300-6866 主催 （一財）地域開発研究所

https://www.ias.or.jp/jyuken/

１・２級建築施工管理技術検定
１・２級電気工事施工管理技術検定

（一財）建設業振興基金
https://www.fcip-shiken.jp/

 ℡ 試験研修本部  (03)5473-1581
講習会業務代行（株）建設物価サービス
https://book.kensetu-navi.com/

建設業経理士検定・建設業経理事務士

https://www.keiri-kentei.jp/

 ℡（03）5473-4581

℡ (03)5649-8581
《指定試験機関》

（一社）日本建設機械施工協会
https://jcmanet-shiken.jp/

 ℡ 試験部  (03)3433-1575
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）

URL:https://www.kyousaidan.or.jp/
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（建設業総合補償制度のご案内）
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（岡山県からのお知らせ）

春の交通安全県民運動春の交通安全県民運動

岡山県・岡山県交通安全対策協議会

「交通ルール　守って笑顔　晴れの国」
令和７年４月６日（日）～４月 15日（火）

【重点目標】

○全国共通の重点目標

　・こどもを始めとする歩行者が安全に通行できる道路交通環境の確保と正しい横断方法の

　　実践

　・歩行者優先意識の徹底とながら運転等の根絶やシートベルト・チャイルドシートの適切な　

　　使用の促進

　・自転車、特定小型原動機付自転車利用時のヘルメット着用と交通ルールの遵守の徹底

　※特定小型原動機付自転車：電動キックボード等を指す。

○岡山県の重点目標

　・横断歩行者優先の徹底

　・運転中のスマートフォン等使用禁止の徹底

　・スピードダウンの励行

　・自転車の安全利用とヘルメット着用に向けた理解の促進

○自主重点目標

　・交差点における安全な通行の徹底

交通事故死ゼロを目指す日　４月 10日（木）
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7. 2. 3

7. 2. 6

7. 2. 7

7.2.17

7. 2.20

7. 2.20

7. 2.21

7. 2.25

7. 2.26

7. 2.27

7. 2.28

岡山県への緊急提言（下水道管の緊急点検について）

西日本建設業保証㈱岡山保証事業審議会

土木学会誌座談会

岡山県防災会議

技術研究委員会合同会議

正副会長会

中国地方建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会（ＷＥＢ）

岡山県建築住宅センター㈱取締役会

第４回労務費の基準に関するワーキンググループ（東京）

理事会

西日本建設業保証㈱取締役会（大阪）

一般社団法人 岡山県建設業協会　　〒700-0827　岡山市北区平和町５番 10号
　TEL（086）225 - 4131　                           　　  URL : http://www.okakenkyo.jp

　FAX（086）225 - 5388　                           　　  E-mail : info@okakenkyo.jp

　　　　

発行

協　会　日　誌

とれたて  おかやま  いただきます！ 地産地消
進めよう！

おかやま




